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ている。このような状況を踏まえ、欧州では、9 カ国 27 の研究機関が参画し、海洋酸性
化による生物学的・生態学的・地球化学的・社会学的影響の理解を深めるための 4 年間


































解明し、米国のウイルス学雑誌 Journal of Virology の
2010 年 2 月号に発表した 2）。
共同研究チームは、脳由来神経栄養因子（以下、
BDNF 注）が痛覚に関係するというこれまでの研究報告







使って、IE62 抗体が BDNF の働きを増強することを
示した。上記 2 つの実験により、IE62 抗体と BDNF
との関わりが、試験管レベルで明らかになった。




























1）　Toyama N et al. Journal of Medical Virology 2009 Dec；81：2053-2058
2）　Hama Y et al. Journal of Virology 2010 Feb （Epub ahead of print on November 2009）
3）　Coull JA et al. Nature 2005 Dec 15；438：1017-1021
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図表　ミリ波伝送システムのイメージ 出典：参考文献4）
















































1）　Y. Zhu et al., “Imaging single atoms using secondary electrons with an aberration─corrected electron microscope” 
Nature Materials, Vol. 8, 808（2009）
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トピックス5　ライトフィー ルドカメラと液晶ディスプレイの融合映像デバイス
















































1）　M. Hirsch, D. Lanman, H. Holtzman, and R. Raskar, BiDi Screen: A Thin, Depth-Sensing LCD for 3D Interaction 
using Light Fields, ACM Trans. Graph. 28, 5 （Dec. 2009）, 1-9.
2）　M. Levoy, Light Fields and Computational Imaging, IEEE Computer, 39, 8 （Aug. 2006）, 46-55.
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図表　発表された映像デバイスの構成
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土壌汚染対策の現状と将来展望
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Ꮏ䇭䇭ᴺ ᭎䇭䇭ⷐ
土壌汚染対策の現状と将来展望





































































































































































































































































4    おわりに
土壌汚染対策の現状と将来展望
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炭素濃度が 280ppm の時、炭酸は 8 
μmol/kg、炭酸水素イオンが 1617 
μ mol/kg、 炭 酸 イ オ ン が 267μ 
mol/kg となるが、大気中の二酸化
炭素濃度が 560ppm となると、そ






が 280ppm の時の pH は 8.15 とな



























































































































































































23Science & Technology Trends   February  2010






が 共 同 で サ ポ ー ト し て い る





の デ ー タ は CLIVAR Carbon and 
Hyd r og r aph i c  Da t a  O f f i c e
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4    日本における海洋酸性化研究
1）モナコ宣言 7）
　2008 年 10 月に、UNESCO や全
米科学財団（NSF ⑥）の後援の下、
モナコにおいて開催された高二酸
化 炭 素 環 境 に お け る 海 洋（The 


































学アカデミーが 2008 年 9 月から
18 カ月の予定で、「Development of 
an Integrated Science Strategy for 
Ocean Acidification Monitoring, 


























の 4 年 間 の 研 究 計 画“European 
Project on Ocean Acidification” を



















Science Steering Committee を組織
している。研究の方向やマネージ
メントについて Science Steering 
Committee が助言し、コンソーシ
アムの定期会合で決定する。この






















































































































図表 5　東経 179 度に沿った観測線における炭酸カルシウムの飽和度（太線が 1）






















は、過去 26 年間に pH が約 0.04 低
下したことが判明した（図表 6）。










































　2013 年から 2014 年に発表が予





グラム」が 5 カ年計画（2007 年度～
2011 年度）で実施されている 17）。
海洋酸性化研究の動向

























































も必要となる。IPCC ①第 4 次評価
報告書に引用されている論文の調
査 18）によれば、日本は影響調査
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略号
① IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change
② ICSU：International Council for Science
③ SCOR：Scientific Committee on Oceanic Research
④ UNESCO：United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization
⑤ IOC：Intergovernmental Oceanography Commission
⑥ NSF：National Science Foundation
⑦ NOAA：National Oceanic and Atmospheric Administration
⑧ IGBP：International Geosphere-Biosphere Programme
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2）　Feely, A. R., C. L. Sabine, T. Takahashi, and R. Wanninkhof：Uptake and Storage of Carbon Dixide in the Ocean：The 
Global CO2 Survey, Oceanography, 14（4）, 18 - 32, 2001
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術




















































います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは

